
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

近年の気候変動下における 
河川⽣態系の保全と再⽣に関する緊急提⾔ 

 
 
 
 
 
 
 

河川⽣態学術研究会 
2023 年 11 ⽉ 2 ⽇  



 
 

 
 

⽬次 
Ⅰ．序⽂ ........................................................................................................................... 1 

Ⅱ．提⾔ ........................................................................................................................... 3 

１．河川環境⽬標設定⼿法の確⽴と実装 .................................................................... 3 

２．河川環境の整備と保全に関わる管理技術の向上 .................................................. 4 

2.1 多⾃然川づくりを⽔系全体で戦略的に進める⽅策を⽴案する ....................... 4 

2.2 治⽔と環境が調和した河道掘削技術の向上を図る .......................................... 6 

2.3 ⾃然に近い流量変動と⼟砂流送を⽬指す ........................................................ 8 

2.4 ⼈為的な改変を⾏う場合には河川⽣態系に対する影響予測・評価、影響緩和
を⾏う ............................................................................................................... 10 

３．技術者教育の充実と多様な⼈材の活⽤ ............................................................... 11 

3.1 技術者教育の充実を図る ............................................................................... 11 

3.2 ⾼度な専⾨技術者の養成と多様な⼈材の活⽤を進める ................................ 12 

４．気候変動下における持続可能な流域環境の保全に向けた取り組みの強化 ........ 14 

4.1 流域治⽔における流域環境の整備と保全を⽬指す ........................................ 14 

4.2 ⼤規模災害後に広範囲に改変を⾏う場合には河川環境を再⽣す取り組みを 
推進する ........................................................................................................... 16 

4.3 気候変動下における河川・湖沼の⽔温の把握と適応策を模索する .............. 18 

Ⅲ．参考⽂献 .................................................................................................................. 20 

 
 
  



 
 

1 
 

Ⅰ．序⽂ 
河川⽣態学術研究会は、河川⽣態系の解明を⽬指して四半世紀を越える活動を⾏ってき

た。この結果、個々の河川において様々な知⾒が蓄積され、河川⽣態系の理解が進むとと
もに、得られた成果の⼀部は河川環境管理に活⽤され、河川⽣態系の保全に貢献してい
る。また、この間、国⼟交通省は「多⾃然川づくり」を始めとする様々な河川環境に関す
る施策を打ち出し、河川⽣態系を含む河川環境の保全を進めてきた。 

しかし、「⽣物多様性及び⽣態系サービスの総合評価 2021」によれば、陸⽔域における
⽣物多様性の状態は、1950 年代後半から現在において損失の傾向にあり、⻑期的には悪化
する傾向で推移していることが⽰されている 1)。このため、今後も継続して、河川の⽣物
多様性やその保全に関する研究を進めるだけでなく、より有効な施策を打ち出し、河川⽣
態系の保全と再⽣を進める必要がある。世界に⽬を向けると、⽣物多様性条約 COP15
「昆明・モントリオール⽣物多様性枠組」において、⾃然を回復軌道に乗せるために⽣物
多様性の損失を⽌め、反転させるための緊急の⾏動をとることがミッションとして設定さ
れ（所謂、ネイチャーポジティブ）、2030 年までに、陸域及び内陸⽔域並びに沿岸域及び
海域の⽣態系の少なくとも 30％の地域を効果的に回復し、保全及び管理することが⽬標と
なっている（所謂、30by30） 2)。我が国においても陸⽔⽣態系の中⼼を成す河川や湖沼に
おいて多様な⽣物が⽣息できるよう⽣態系を効果的に保全・再⽣し、管理する研究を⼀層
推進するとともに、関連する施策の⽴案を進める必要があるだろう。 

もとより、河川⽣態系は地形、植物、流⽔や⼟砂とその変動、⽔質、⽣物といった多種
多様な要素から構成される複雑な系であるとともに、洪⽔の度に河道を構成する地形が変
化する動的なシステムである。また、河川は⽔が⼀⽅向的に流れる空間であり、その⽣態
系は、⽣物、物質、エネルギーにおいて、外部とつながりながら成り⽴っている。このこ
とは単にその場所の管理だけでは⽣態系の保全はできず、隣接する⽣態系やその相互作⽤
も保全する必要があることを⽰している。このような動的なシステムかつ開放系であるシ
ステムを維持・再⽣することが健全な河川⽣態系の確保には重要であるが、これを治⽔、
利⽔との調和を図りながら実現することには困難を伴う。加えて、近年の気候変動に起因
する⾃然外⼒の増⼤と、国⼟強靭化や災害復旧等による河川に対する⼈為的改変が、河川
⽣態系に負の影響を及ぼす可能性があり、河川⽣態系の保全と再⽣はより⼀層困難になり
つつある。 

以上に鑑み、河川⽣態学術研究会では、治⽔、利⽔、環境の調和を図り、河川環境、特
に⽣物多様性の保全を確実なものとするために、以下に⽰す４つの観点を柱とした計 10
件の提⾔を⾏うこととした。 

⼀つ⽬は、「河川環境⽬標設定⼿法の確⽴と実装」である。治⽔・利⽔と⽐較して劣後
にあると誤解されている河川環境の保全を治⽔対策と⼀体となって進めるため、または、
河川環境の保全事業の優先度を引き上げるためには、法定計画である河川整備計画への定
量的な⽬標の記載が必要であり、これに関する提⾔を⾏う。 

⼆つ⽬は、「河川環境の整備と保全に関わる管理技術の向上」である。多⾃然川づくり
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を始めとする技術は未だ発展途上にあり、河川環境の整備と保全に対して⼗分に機能して
いない⾯がある。また、河川の⾃然な流況と⼟砂流送は河川の⽣物多様性と⽣態系を特徴
付ける⼤切な要素だが、これらの要素に関する知⾒の集積は不⼗分であり、管理技術も未
熟である。以上に鑑み、河川環境の整備と保全に係る管理技術の向上へむけた４件の提⾔を
⾏う。 

三つ⽬は、「技術者教育の充実と多様な⼈材の活⽤」である。河川⽣態系は、河川ごと
に特性の異なる複雑な系であるとともに、社会的制約も異なることから、他の分野と⽐べ
て河川⽣態系の管理をマニュアル化することが難しい。実効性のある河川⽣態系管理を実
施するためには、地域固有の河川⽣態系とその⽣物多様性を理解し、当該河川で成しうる
最善の策を模索できる⼈材の育成・活⽤が重要である。以上を踏まえ、関連する２件の提
⾔を⾏う。 

四つ⽬は、「気候変動下における持続可能な流域環境の保全に向けた取り組みの強化」
である。気候変動は⽔温上昇や流況の変化だけでなく、洪⽔流量の増⼤に起因する⼤規模
な⽔災害やその後の災害復旧事業といった⾃然的・⼈為的攪乱が河川⽣態系に影響を及ぼ
す。このため、「流域治⽔」を進めることにより、河道分担流量を減らし河道への攪乱を
抑制するとともに、集⽔域・氾濫域においては貯留・浸透空間を⽣物の⽣息場として整備
し、⽣物多様性の保全に繋げることが⼤切である。また、⼤規模な災害からの復旧・復興
においては、ネイチャーポジティブを強く意識し、多⾃然川づくりの思想に基づく事業を
実践することが⼤切である。ここでは、以上を踏まえ、関連する３件の提⾔を⾏う。 

これらの提⾔は河川管理者を含む河川技術者だけに向けられたものではなく、河川⽣態
学術研究会を構成する研究者にもその解決が課せられたものである。今後もさらなる研究
を進め、河川⽣態系の成り⽴ちや様々な⼈為的影響に伴う環境への応答の理解をより深め
ること、そして、関係者との情報交換・協働を深め、技術の確⽴や技術者の育成に資する
ことも研究会のこれからの⼤切な視点になると考えている。また、今回の提⾔は、気候変
動下において河川⽣態系の保全・再⽣を急がなければならないという「緊急提⾔」として
の性格を有していることから、河川環境や河川環境⾏政に係る「現状と課題」、それに対
する「提⾔」を具体的に記述するというスタイルを取った。将来的には「河川⽣態学術研
究会」の主旨に則り、河川⽣態系の理解に基づく学術的な提⾔を⾏い、より豊かで、より
健全な⽣態系の保全と再⽣に向けた取り組みを喚起することも⼤切と考えている。 

⽔災害が頻発し、河川法における「河川環境の整備と保全」の意識が相対的に低下して
いる中、本提⾔が、河川⽣態系の保全を図り、⽣物多様性や⽣態系サービスの向上に繋が
れば幸いである。 
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Ⅱ．提⾔ 
１．河川環境⽬標設定⼿法の確⽴と実装 
 

河川⽣態系を定量的に評価するアプローチや取り組みが進みつつあることを踏
まえ、治⽔、利⽔の⽬標と⽐べて定性的表現に留まっている河川環境⽬標を定
量的に設定するための議論を開始すべきである。 

 
 現状と課題 

河川整備基本⽅針、河川整備計画における河川環境⽬標の記載は、治⽔、利⽔と⽐べて
定性的な表現にとどまっていた。このため、⽣物多様性を維持・向上させるための河川環境
の整備と保全の優先度は低い傾向にあり、河川における⽣物多様性が劣化する⼀因になっ
ている可能性が⾼い。平成中期には、これを問題視する研究者が半ば⾃発的に集まって
「河川環境⽬標検討委員会」を⽴ち上げ河川環境⽬標設定、特に、河川⽣態系に着⽬した
議論を⾏った。しかし、議論が進むなか、科学的、客観的に⽬標を⽴案するためには様々
な考え⽅や課題があることが明らかになり、明確な結論を得るには⾄らなかった（この議
論を踏まえた知⾒は、「川の環境⽬標を考える‐川の健康診断‐」にまとめられている 

3)）。その後、平成 29 年に河川法改正２０年多⾃然川づくり推進委員会提⾔「持続性ある
実践的多⾃然川づくりに向けて」が発出され 4)、多⾃然川づくりに関する「提⾔」として
「⽬標の設定」が取り上げられた。この中で、近年、河川環境の⽬標設定に向けた道筋、
⼿法に関する知⾒が蓄積しつつある現状を踏まえ、河川環境⽬標の設定⼿法の改善を進め
ていく必要性が⽰されている。しかし、その後の⾏政の動きに⽬を向けると「河川環境管
理シート」等の⽅法が⽰され、現場で運⽤されてはいるものの 5)、河川⽣態系を中⼼とし
た河川環境⽬標を治⽔、利⽔と並ぶレベルで設定するまでには⾄っていない。 

 
 提⾔ 

河川環境の中でも河川⽣態系を定量的に扱う試みは少しずつ増えてきており、河川⽣態
系に関する環境⽬標の設定に活かされている例もある。例えば、世界的には 30by30 のよ
うに緻密とは⾔えないレベルではあるが保全⽬標の定量化を⾏い、これに基づき⽣息地を
保全・再⽣する動きが始まっている 2)。また、「平成 29 年 7 ⽉九州北部豪⾬」で被災した
朝倉の⾚⾕川・⼄⽯川では潜在的に⽣息する種をモデルによって推定し、これらの種を保
全⽬標として、河道計画・設計を⾏うことが試みられた 6)。 

このような、近年の環境⽬標設定に関する取り組みが増加しつつあることを踏まえ、河
川における⽣物多様性を保全するための環境⽬標を治⽔、利⽔と並ぶレベルで設定し、河川
整備計画等に具体な⽬標を記載するための議論を開始し、環境⽬標設定の動きを加速すべ
きである。  
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２．河川環境の整備と保全に関わる管理技術の向上 
2.1 多⾃然川づくりを⽔系全体で戦略的に進める⽅策を⽴案する 

 
多⾃然川づくりを、⽔系全体で隙間無く、戦略的に進める⽅策を⽴案し、治⽔と環
境の調和を図るための川づくりの実践を進めるべきである。 

 
 現状と課題 

「河川砂防技術基準施設配置計画編」の「第 2−1 章 河道並びに河川構造物 第 1 節 
河道計画」における「1.2.1 河道計画策定の基本」では、「河道計画は、多⾃然川づくりを
基本として、河川全体の⾃然の営みを視野に⼊れ、地域の暮らしや歴史・⽂化との調和に
配慮する（以下、省略）＜標準＞」と定められている 7)。しかし、多⾃然川づくりの現場
への浸透は不⼗分であり、多⾃然川づくりを基本とする河道計画の確⽴も渓流域（所謂、
砂防河川）や河⼝域では進んでいない現状がある。また、⽔系全体を俯瞰して河川環境の
整備と保全を重点的に進める区間や個所を抽出し、多⾃然川づくりを実践する計画論も未
だ定まっていない。 

このため、平成 29 年 6 ⽉に「持続性ある実践的多⾃然川づくりに向けて」が発出され 

4)、多⾃然川づくりの課題の整理を踏まえつつ、今後取り組むべき幾つかの事項について
取りまとめが⾏われた。しかし、現在でも、取り組みの幾つかは未着⼿であるか、取り組
みが遅れており、多⾃然川づくりの現場での実践を阻む原因の⼀つとなっている。 

 
 提⾔ 

今⼀度、多⾃然川づくりをより⼀層推進し、渓流から河⼝までの⽔系全体で隙間の無
い、戦略的な多⾃然川づくりを進めるための⽅策を⽴案すべきである。このためには、⽔
系全体の中で⽣物多様性の⾼い箇所や区間・⽣物の移動パターンを事前に評価し、これら
を保全する箇所や区間として位置付けるとともに、これらをネットワークとして連結する
ことを検討する必要がある 8)。例えば、瀬・淵構造が発達している区間、河畔林が連続す
る区間、川幅が広がっていて様々な地形が形成されている区間、広⼤なヨシ原、河道の合
流点等は保全が必要な区間等と捉え、かつ、それらをネットワークとして連結することを
⽅策とする。また、⽅策の⽴案に当たっては、多⾃然川づくりが治⽔と環境を統合し、両
者の調和を図る川づくりであり、治⽔的な機能を強化する側⾯を有していることも河川技
術者に強く認識してもらうことが⼤切である。 

例えば、中⼩河川における多⾃然川づくりの河積拡⼤の⽅法として⽰されている川幅の
拡⼤は瀬・淵やワンド・たまりを形成して⽣息場の多様性を向上するだけでなく、洪⽔時
の掃流⼒・流速を低減し、当該区間における外⼒を⼩さくし、洪⽔伝播を遅延する効果と
⽣物にとっては避難場所を提供する効果がある 9)。また、多⾃然川づくり基本指針の「留
意すべき事項」に⽰されている「上下流⼀律の画⼀的形状での整備」を避ける、「ワン
ド、河畔林等」を保全することは多様な⽣息場を提供して多くの⽣物の⽣息を可能にし 
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10)、洪⽔時の⽣物の避難場や餌資源の供給に寄与するだけでなく、河道内貯留能⼒を⾼
め、下流域における洪⽔ピーク流量を逓減する可能性がある。 
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2.2 治⽔と環境が調和した河道掘削技術の向上を図る 
 

河道掘削を⾏う場合には⼟砂の再堆積、樹林化の抑制に関する予測・評価だけでな
く、河川⽣態系に対する影響予測・評価技術の向上を図ることも⼤切である。また、
予測・評価結果を踏まえて、現況の良好な河川⽣態系を保全するだけでなく、河川⽣
態系がより豊かとなり、⽣物多様性を維持・向上させる河道掘削技術の確⽴を⽬指す。 

 
 現状と課題 

河道掘削には幾つかのパターンがあるが 11)、いずれのパターンを採⽤した場合でも、河
道掘削に伴う直接的な影響と間接的な影響があり、河川環境を含む河川管理上の課題が⽣
じる可能性がある。 

直接的な影響としては⽣物の⽣育・⽣息・繁殖場所の消失があり、間接的な影響として
は、低⽔路拡⼤に伴う洪⽔時の掃流⼒の低下を介した河床材料の細粒化、⾼⽔敷切り下げ
に伴う⾼⽔敷の再樹林化 12)と植物の多様性の低下、洪⽔時に冠⽔した河岸域〜⾼⽔敷の流
速の増⼤と⿂類等の流失、平⽔位以上の砂州掘削に伴う瀬・淵構造の劣化等が挙げられ
る。 

現在、河道掘削の⾼さ、掘削の横断⽅向の⾓度等河道の横断形状に関わる検討は数多く
⾏われているが、これらの検討の多くは⼟砂の再堆積、樹林化の予測と抑制のみに着⽬し
たものが多く、河川⽣態系に及ぼす様々な影響までを含め総合的に予測・評価を⾏い、河
道掘削の⽅法を検討したものは少ない。 

 
 提⾔ 

河道掘削の予測・評価は、直接的な影響と間接的な影響に分けて⾏うことが⼤切であ
る。直接的な影響については、⽣物の確認地点や⽣息・⽣育・繁殖場所に河道掘削範囲の
重ね合わせを⾏い予測・評価するのが⼀般的な⼿法である。間接的な影響については、掘
削後の地形と植⽣の時間的変化の予測結果等に基づき、各分類群の⽣息・⽣育・繁殖場所
の変化を予測・評価する必要があるが、⽣物多様性を的確に評価する⼿法の開発は研究途
上にあり、今後、調査・研究を進める必要がある。 

河道掘削の影響軽減に当たっては、直接的な影響を軽減するために、少なくとも河道の
合流点や⽣物の避難場となっている個所等保全上重要な箇所を特定し、重要な箇所での掘
削を回避する、もしくは最⼩化することが⼤切である。間接的な影響については、河道掘
削断⾯を⼯夫し、陸域環境では河道内氾濫原、⽔域環境では瀬・淵構造等の⽣息場所の保
全・再⽣を⽬指すことが⼤切である。しかし、既述したように掘削後の予測・評価⼿法は
確⽴されていないため、各現場において試⾏的な河道掘削を⾏い、その後の経過を観察す
る等の対応が必要となる。なお、汽⽔域では、⽣息環境が塩分条件、底質、⼲潟の冠⽔条
件等の組み合わせに⽀配されることから、上記環境要素の変化を予測・評価し、掘削形状
の設計に反映することが必要となる。河道掘削の施⼯に当たっては、広域にわたる河道掘
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削を⼀度に⾏うと、改変により消失した⽣物の回復に寄与する供給源を絶ってしまう危険
性があるので、施⼯する範囲とそのスケジュールを⼯夫し、⽣物の供給源を確保した上で
施⼯を進める必要がある。 

これらの河道掘削に関する留意点は限られた知⾒に基づくものであることから、今後、
治⽔と環境が⼀体となった河道掘削に関する研究を進め、掘削技術の向上を⽬指すことが
⼤切である。また、過度な河道掘削を避けるためにも、流域での浸透・貯留を進め、河道
分担流量の低減も視野に⼊れた総合的な対策を⾏う必要がある。 
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2.3 ⾃然に近い流量変動と⼟砂流送を⽬指す 
 

河川の地形形成、⾃然攪乱の維持、⽣物の⽣活史への配慮を念頭に置き、⾃然に近
い流量変動、⼟砂流送を考慮した流量・⼟砂管理を⽬指す 
 

 現状と課題 
洪⽔時の⾃然な流量変動（⾃然流況）と⼟砂流送は河川⽣態系を維持するための重要な

要素である。例えば、洪⽔時の⾃然な流況と⼟砂流送は、河川の⾃然攪乱要因となり、河
川の地形や構成する材料を更新して⽣息場所の形成に寄与するとともに 13)、新たに形成さ
れた⾃然裸地は先駆的に侵⼊・定着する植物種の⽣育を可能としている 14)。また、季節的
な⾃然流況は⽣物の⽣活史と密接に結びついている場合が多く 15)、多くのコイ科⿂類が増
⽔と共に氾濫原（ワンドなど河道内氾濫原を含む）に侵⼊して冠⽔した草本に産卵するこ
と等はよく知られた事実である 16)。しかし、ハイダムの存在による流況制御と⼟砂扞⽌、
⽔資源の⾼度利⽤等は⾃然流況と⾃然な⼟砂流送を改変し、上記で⽰した河川⽣態系の特
徴を喪失させる可能性がある。また、今後、気候変動下においてハイダムの建設や再開発
が進む可能性があり、上記で⽰した影響がより加速する可能性がある。流量・⼟砂流送の
実際の管理に⽬を向けると、例えば、「正常流量の⼿引き（案）」では 17)、「正常流量」
を「本来は渇⽔時のみならず、１年 365 ⽇を通じて、河川における流⽔の正常な機能の維

持を図るものであり、流量
．．

の
．

変動
．．

も重要な要素である」とし、「流量の変動」も流量管理
にとって必要であることを⽰しているが、その知⾒は不⼗分であり、取り組みも進んでい
ない。また、⼟砂流送についても⼭地から海岸までの健全な流砂系の確⽴に向けて様々な
取り組みが⾏われているが 18)、治⽔、利⽔事業と整合を取りながら⼟砂を下流に流送する
技術は確⽴していない。 

 
 提⾔ 

「正常流量の⼿引き（案）」において「流量の変動」が重要な要素であると⽰している
ことを認識し、流量の時間的・季節的な変動を加味し、より多様な流量管理に移⾏するこ
とが望まれる。⼟砂流送においても、流送⼟砂量とその変動、そして、流下する粒形集団
の多⾯的な役割を認識し、瀬・淵構造等の河道地形の形成や産卵環境等の河床環境の再⽣
に資する流送⼟砂量等を各河川で明確にすることが⼤切である。その上で、ハイダムは勿
論、砂防ダム、流⽔型ダム等⼟砂の流出に関わる全ての施設において必要な⼟砂管理を⾏
うとともに、⼭地から海岸まで健全な河川⽣態系を実現する流砂系管理を⽬指すことが⼤
切である。 

流量及び⼟砂流送の管理については、欧⽶を中⼼として、河川の⾃然な流量変動・⼟砂
流送そして渓畔林や流⽊などの相互作⽤による地形形成プロセスを活⽤した河道管理
（Process-based restoration）が盛んに⾏われ始めている 19)。前述した河道掘削のよう
な直接的な河道地形管理のみならず、⽊津川で⾏われている聖⽜を利⽤して河道地形を制
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御する試みなどの研究をさらに進め、⽇本の河川においても流量−流送⼟砂−河道地形管
理を⼀体的に⾏う取り組みを始めるべきである。ただし、上記観点については学術的にも
不明な点が多いことから、今後⽣物の応答および地形形成プロセスなどの両⾯において必
要な調査・研究を⾏いながら、各河川で必要な流量変動、流送⼟砂に関する知⾒を集積
し、具体的な施策に繋げていく必要がある。  
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2.4 ⼈為的な改変を⾏う場合には河川⽣態系に対する影響予測・評価、影響緩和を⾏う 
 

河川改修、災害復旧等の事業ボリュームは国全体として⾒ると環境影響評価法の対象
事業と⽐較して⼤きく、河川⽣態系に及ぼす影響が⼤きい可能性に鑑み、これらの⼈
為的改変に伴う影響を予測・評価する技術、影響を緩和する技術の開発に努めるとと
もに、事業実施後は継続的なモニタリングに基づき順応的に管理する仕組みの構築を
進める 
 

 現状と課題 
河川改修、災害復旧事業（以下、河川改修等）は国全体の事業ボリュームが⼤きいにも

かかわらず、個別事業において河川⽣態系への影響を予測・評価しているのは重要種の⽣
息・⽣育が確認されている場合に限られることが多い。このため、⼤河川、中⼩河川の双
⽅において、河川改修等の影響を適切に予測・評価することなく事業が進められているケ
ースがあり、このような事業が⽣物多様性の損失を引き起こしている可能性がある。ま
た、事業実施後の河川の地形は施⼯後複数年にわたって変化し続けることが多く、さらに
施⼯による⽣物への影響も数年後に現れることも多い。また、事業実施後の調査は⾏われ
ないことも多く、⼈為的改変の⽣態系への影響を評価し、管理する仕組みが整備されてい
ない。 

 
 提⾔ 

河川改修等に当たっては、その影響を予測・評価し、その結果に基づき多⾃然川づくり
を実践することが必要である。ただし、国が管理する区間と都道府県等が管理する区間で
は、予測・評価に充当できる情報、⼈員・予算が異なることから、このような背景を踏ま
えた技術の開発を⾏う必要がある。 

国が管理する区間については、「河川⽔辺の国勢調査」を始めとした豊富な情報が蓄積
されていることを踏まえ、定量的・客観的な予測・評価の⽅法の開発を試みるべきであ
る。例えば、全国で盛んに⾏われている河道掘削については、⼟砂動態、植⽣動態に関す
る知⾒の集積に基づき応答予測モデルの構築を進め、⽣物の⽣育・⽣息・繁殖場に及ぼす
影響について⻑期的な予測を⾏い、河道掘削⽅法に反映する等、⾼度な⽅法の開発を⽬指
すべきである。⼀⽅、都道府県等が管理する河川区間は、国が管理する区間と異なり河川
⽣態系の予測・評価に必要な基本的な情報が不⾜していること、また、予測・評価に必要
な⼈員・予算も限られていることから、都道府県等でも実施可能な簡易的な予測・評価、
影響緩和を可能とする技術開発、仕組みの構築を進める必要がある。 

また、事業実施後はモニタリングを継続して実施し、PDCA サイクルに基づき順応的
管理を⾏い、予測・評価結果の妥当性を検証しつつ、維持管理段階において環境を整えて
いく努⼒を⾏うべきである。 
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３．技術者教育の充実と多様な⼈材の活⽤ 
3.1 技術者教育の充実を図る 

 
河川技術者は河川⽣態系の成り⽴ちをよく理解し、当該河川の特性を踏まえた河川
整備を⾏う必要がある。このためにも、河川⽣態系の知⾒を現場に役⽴つ形で体系
化し、河川技術者の教育の充実を図る必要がある。 

 
 現状と課題 

⽔系ごとに特性の異なる河川環境、特に、河川⽣態系を適切に管理するためには、河川
⽣態系の成り⽴ちを⽣態学的・地形学的視点等に基づき理解することが必要となるが、近
年、このような河川環境管理のベースとなる知識習得の意欲と機会が減少しつつあり、河
川環境管理を担える技術者が少なくなっているとの懸念がある。 

知識習得の機会を増やすためには、蓄積されつつある河川環境管理に関する知⾒の体系
化が必要であるが、これも進んでいないのが事実である。川づくりを例にすると、中⼩河
川においては 2010 年に「中⼩河川に関する河道計画の技術基準」が明⽰され 20)、2011 年
にその解説書となる「ポイントブックⅢ」が発刊されているが 21)、その後⽬⽴った情報発
信はない。また、⼤河川においては 2018 年に「⼤河川における多⾃然川づくり、Q＆A で
理解を深める」が発出されたが 22)、河川環境に関わる知識を体系化して⽰すには⾄ってい
ない。 

このような課題がある⼀⽅で、学術⾯では、1995 年に「河川⽣態学術研究会」が、ま
た、1997 年に「応⽤⽣態⼯学会」及び⼟⽊学会に「河川部会」が発⾜し、⽣態学と河川⼯
学の中間領域に関する調査・研究が数多く⾏われてきた。また、その結果、関連する様々
な知⾒が集積しつつあり、現場に適⽤されている技術も多い。しかし、このような様々な
知⾒は河川環境管理の実務に活⽤できるような形での体系化が進んでいるわけではなく、
河川環境管理に関する知識を技術者に継承することが難しい状況にある。 

 
 提⾔ 

以上を踏まえると、今後は、関連する調査・研究をより⼀層進めるだけでなく、国内外
の知⾒を取りまとめることにも⼒を注ぎ、適切に河川環境管理を実現するために必要な知
⾒をテキストとして編集する等、河川技術者教育に資する取り組みを進め、充実を図る必
要がある。また、上記の取り組みに加えて、河川⾏政に携わる新しい職員だけでなく、⼀
定の経験を有する職員に対しても継続的に技術者教育を⾏い、河川環境管理を担える技術
者層を厚くする必要がある。 
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3.2 ⾼度な専⾨技術者の養成と多様な⼈材の活⽤を進める 
    −「多⾃然川づくり」アドバイザー制度の充実− 
 

治⽔と環境の両⽴が困難な事業の実施に当たっては、河川⼯学と河川⽣態学等の
視点から適切な技術指導ができる⼈材の育成に努めるだけでなく、多様な⼈材が
協働して困難な事業を達成できるような仕組みの構築を進めるべきである。 

 
 現状と課題 

平成 17 年に「『多⾃然川づくり』アドバイザー制度』（以下、「アドバイザー制度」）が
創設され 23)、被災後の河川における技術的指導が数多く⾏われてきた。アドバイスを受け
た河川の中には、「⼟⽊学会デザイン賞」において表彰される事例も幾つかあり、本制度
は⼀定の効果を挙げてきたと評価できる。 

しかし、近年、⽔災害が増⼤して被災件数が増加していることから全ての被災河川でア
ドバイスを⾏うことが難しくなっている。また、以前よりも⼤きな外⼒を受けて被災する
ケースが多く、復旧事業において効果的に多⾃然川づくりを実践することがより難しくな
っているものと推察される。平成 17 年の制度創設当初は、「多⾃然川づくりアドバイザ
ー」に加えて「多⾃然川づくりアドバイザー補」という⽴場で、各災害地域の専⾨技術者
や学識経験者がアドバイザーとともに多くの復旧事業をケアしていたが、現在ではそのよ
うな体制が取られておらず、結果的にアドバイザー制度の効果が質・量ともに低下してい
ると⾔わざるを得ない。「アドバイザー制度」の中核を担う多⾃然川づくりアドバイザー
については、2023 年現在、正規に登録されているアドバイザーは 8 名であるが、頻発する
災害復旧事業にアドバイザーの対応が追い付いていないことも懸念される。 

また、近年の災害復旧事業では「アドバイザー制度」が適⽤されない復旧事例や、「ア
ドバイザー制度」を運⽤しても、アドバイスが⼗分反映されない復旧事例等も確認されて
いる。このように「アドバイザー制度」そのものが⼗分に効果を発揮できていない状況は
極めて憂慮すべき事態である。 

 
 提⾔ 

上記の状況に対応するためには、「アドバイザー制度」の⾒直し・充実が不可⽋であ
る。具体的には多⾃然川づくりアドバイザーの更なる養成を⾏うこと（数を増やすこ
と）、より難易度の⾼い災害復旧のケースに対応できる優れた技術⼒を有するアドバイザ
ーを養成することが必要となる（技術レベルを上げること）。さらに、⼀定以上の規模の
河川災害においては、例外なく「アドバイザー制度」を適⽤し、計画から設計、実装に⾄
るまでアドバイザーのアドバイスを適切に反映できるよう徹底すべきである。また、この
実現のために、多⾃然川づくりアドバイザーの研修などを⾏い、アドバイザーとしての基
本的、応⽤的知識と経験が得られるような仕組みの構築が必要である。さらに、多⾃然川
づくりを実践するためには⼀⼈の専⾨技術者だけでは対応できないケースも多い。このた
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め、国⼟交通省および関連する機関の技術者だけでなく、地域の河川の特性に精通した外
部の専⾨家（例、学識者、建設コンサルタント）をアドバイザーとして採⽤する等の⼯夫
を⾏い、協働して困難な事業に対応できる仕組みの構築も視野にいれるべきである。 
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４．気候変動下における持続可能な流域環境の保全に向けた取り組みの強化 
4.1 流域治⽔における流域環境の整備と保全を⽬指す 

 
流域治⽔の推進に当たっては、関係する様々な⾏政機関・ステークホルダーが協
働して浸透・貯留空間、遊⽔空間を⽣物の⽣息・⽣育・繁殖場所として整備・保
全するだけでなく、流域内・流域間においてこれらの空間を⽣態系ネットワーク
として連結することが⼤切である。 

 
 現状と課題 

令和 2 年に「流域治⽔」への転換が⽰され、集⽔域における浸透・貯留空間、氾濫域に
おける遊⽔空間を確保することの必要性が⽰されたが、これらの空間の確保が環境の保
全・再⽣の機会と捉える意識は⼗分浸透していない。例えば、令和 4 年、令和５年に発刊
された「流域治⽔施策集」を⾒ると 24) 25)、貯留・浸透機能を有する空間を⽣物の⽣育・
⽣息・繁殖場として捉える記述は少ないだけでなく、グリーンインフラを活⽤している例
も少ない。また、流域治⽔を進めるためには関係する様々な⾏政機関だけでなく、関係す
るステークホルダーが協働して浸透・貯留機能空間を整備・保全し、これらを⽣態系ネッ
トワークとして機能させることが⼤切となるが、流域治⽔による⽣態系ネットワークの形
成は緒に就いたばかりである。 

 
 提⾔ 

流域治⽔の推進に当たっては、関係する様々な⾏政機関及びステークホルダーが連携を
⾏いながら、集⽔域や氾濫域における浸透・貯留空間、遊⽔空間（例、河道内の氾濫原、
遊⽔地、霞堤周辺域、堤内地のため池、⾕⼾、旧河道等）を⽣物多様性の向上に資する空
間として捉え（所謂、Eco-DRR : Ecosystem-based Disaster Risk Reduction）、⽣物
の⽣息・⽣育・繁殖場所（以下、⽣息場所）として機能するように整備・保全することが
⼤切である 26)。 

河川においては、本来渓流域から氾濫域・河⼝域までそれぞれに特有の⽣物相が存在し
ているのみならず 27)、多くの⽣物がその⽣活史を通じて海と河川の間、河川本流と⽀流の
間、河川流路と氾濫原の間などを移動している 28)。したがって、集⽔域・氾濫域で整備し
た⽣物の⽣息場所をより効果的に保全するためには、それぞれの空間の⽣息場所としての
機能を⾼めるだけでなく、これらの空間を⽣態系ネットワークとして機能させる試みが必
要である 29)。特に、横断⼯作物、樋⾨・樋管等で分断化されている箇所（例：上下流間、
本流−⽀流―⽤排⽔路−⽔⽥間）は⿂道の設置等により改めて連続性を確保し、⽔系全体
をネットワークとして連結することを試みることが必要である。また、国⼟スケールにお
ける氾濫原間のネットワークの構築も図り、⼤型⽔⿃の⽣息環境の向上に資することも⼤
切である 30)。 

上記の視点から流域治⽔を進めるに当たっては、⽣息場所として機能する集⽔域、氾濫
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域における貯留・浸透空間、遊⽔空間を OECM（Other Effective area-based  

Conservation Measures）に登録することも視野に⼊れ、30by30 への貢献を図るという
視点も⼤切である 2)。 
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4.2 ⼤規模災害後に広範囲に改変を⾏う場合には河川環境を再⽣する取り組みを推進する 
 

⼤規模な災害を受けて広範囲に⼈為的な改変を⾏う場合には河川⽣態系への負の
影響を極⼒軽減するだけでなく、河川⽣態系を再⽣するチャンスでもあることを
強く認識して事業に取り組むことが⼤切である。 
 

 現状と課題 
気候変動下で出⽔に伴う⾃然攪乱の規模が⼤きくなっている。このため過度な外⼒が河

川に作⽤することにより、河川に⽣息・⽣育する⽣物が著しく減少、ないし消失する可能
性がある。このような⾃然攪乱後の河川⽣態系は⽐較的早い段階で回復過程に⼊ることが
報告されているが 31) 32)、その後の復旧事業に伴う⼈為的改変は、回復過程にある⽣態系
に対して負の影響を及ぼし、⽣態系の回復を困難にする可能性がある。今後、気候変動に
伴う災害の頻発化、激甚化が予想されることから、⼤規模な災害が発⽣した河川において
は、⾃然撹乱ならびに復旧事業による⼈為的改変の双⽅によって、河川⽣態系の著しい劣
化と⽣物多様性の減少が起きる可能性がある。このため、河川⽣態系の回復・再⽣を強く
認識し、この解決を図ることが必要である。 

 
 提⾔ 

⼤規模な災害を受けて広範囲に⼈為的改変を⾏う場合においても、多⾃然川づくりの思
想と技術を基本とした川づくりを⾏い、治⽔機能だけでなく、河川⽣態系を含む河川環境
が、現況よりもより⼀層向上するよう努めることが⼤切である（所謂、ネイチャーポジテ
ィブ） 2)。以下、そのポイントを記載する。 
 事前に、⽣物の⽣育・⽣息・繁殖場所として重要な個所を河川⽔辺の国勢調査等の

既存のデータ、有識者との意⾒交換から地図化し、保全すべき箇所や再⽣すべき箇
所を明確にしておくことが⼤切である。また、これらの地図化したデータに基づき
河川環境⽬標を設定し、この⽬標に照らして復旧事業を⾏う。 

 都道府県が管理する河川は⽣物情報に乏しいことから、専⾨家へのヒアリング等を
通じて設定した潜在的に⽣息・⽣育・繁殖する可能性のある種を保全⽬標とし、そ
れらが⽣息・⽣育・繁殖できる環境を整える。 

 災害後に河川に残存した種⼦などの散布体、流⽊等の⽣物遺体、洪⽔で形成された
地形は⾃然攪乱後の河川⽣態系の回復に寄与する要素である 33)。原形復旧を⽬指
した川づくりを徹底すると上記要素が消失し、河川⽣態系の回復が困難となる可能
性があることから、災害後の⽣物遺体、地形等を活⽤した復旧を⾏う。 

 災害復旧を実施する際には“環境上良好な場所を”（あるいは保全上重要な⽣物が⽣
息・⽣育する場所を）短期間かつ広範囲に施⼯しないことが重要である。災害後の
⽣物の回復に向けてその供給源となる残存した⽣物や⽣息・⽣育場所を残しなが
ら、⽣物が⼯事による攪乱を回避しながら⼗分回復できるプロセスを採⽤すること
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が⼤切である。 
 河川本流と氾濫原・湧⽔・地下⽔のつながり、本流と⽀流のつながり等の⽣態系ネ

ットワークの形成を図り、⼤規模洪⽔時にも⽣物が洪⽔の影響を受けにくい避難場
を確保し、⼤規模模災害に対する⽣態系のレジリエンス（回復⼒）の強化に努める 
34)。 

 災害復旧に当たっては、集⽔域における貯留・浸透、氾濫域での遊⽔もメニューに
⼊れて、河道への負荷を極⼒増⼤させない試みをより⼀層推進する（流域治⽔型災
害復旧制度をより⼀層進める） 
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4.3 気候変動下における河川・湖沼の⽔温の把握と適応策を模索する 
 

河川・湖沼の⽔温の実態を把握し、気候変動の影響を評価する仕組みを構築する。ま
た、河川⽔温変化に対する影響要因の寄与度を推定し、河川⽔温管理の適応策を模索す
る。 
 

 現状と課題 
⽔温は河川・湖沼に⽣息する⽣物の代謝や成⻑速度・フェノロジー（⽣物季節）から⽣

息の可否にまで影響を及ぼす重要な要因である 35)。サケ科⿂類は低⽔温を好み、多くのコ
イ科やナマズなどは⽐較的⾼い温度を好むなど、⽣物によっても最適な温度が異なる。ま
た、トゲウオ科⿂類 36) 37)やバイカモなど年中安定した低⽔温・流況をたたえる湧⽔河川
に好んで⽣息する⽣物も存在する。様々な温度を有する河川の存在は⽇本における多様な
⽔⽣⽣物の⽣息を可能にする要因の⼀つになっている 38)。⼀⽅、河川⽔温の経年的な変化
に⽬を移すと、例えば、九州地⽅の河川⽔温は過去数⼗年の期間で⾒ると平均で 0.034℃/
年程度上昇したことが指摘されている 39) 

このような⽔温の上昇は、それぞれの⽣物がかつての⽣息地に⽣息できなくなる原因と
なり、特に低⽔温を好む⽣物の分布に⼤きな影響を与える 40)。また、⽔温の上昇は溶存酸
素濃度の低下や寄⽣⾍の発⽣率等を介した様々な間接的な影響も起こし得る。湧⽔に依存
して⽣息するトゲウオ科ハリヨやホトケドジョウなどの⽣物は地下⽔や伏流⽔の減少に伴
う湧⽔の枯渇だけでなく、周辺⽔域の⽔温上昇により絶滅の危機にある 41)。さらに、我が
国の湖沼においては、前例のない⽔環境の変化や、過去に少なかったが最近頻発する⽔環
境変化等が⽣じている例も散⾒されている。例えば、琵琶湖では冬期に湖⽔温が低下する
ことで表層と底層の湖⽔が混ざり合い底層に酸素が供給されるが、近年、冬期に湖⽔温が
⼗分に低下しないことから湖⽔の全層循環が起こらず、湖底の無酸素化が進んで底⽣⽣物
が死滅するなどの現象もみられている 42)。このような湖⽔温の変化にも気候変動による直
接的影響だけでなく流域からの流⼊河川⽔温や流況の変化が影響している可能性が指摘さ
れており 43)、より広域の包括的な環境の理解が急務である。 

上記のように、気候変動等の影響により⽔温上昇が懸念され、⽣物相や⽣態系に影響を
及ぼしていると考えられるが、⼀部の地点を除き⽔温は⽔質調査時の補⾜データとして測
られているのみであり、また、洪⽔時等流量が多いときは⽋測していることが多い 44)。こ
のことは、⽔温の変化傾向や⽣物への影響、ある⽔塊へ流⼊する熱量の推定を難しくして
いる。また、⽔温変化は気候変動だけでなく⼈為的な要因（ダム、堰、湧⽔の減少、河川
流況の変化、河川改修による拡幅、⽔⽥灌漑、都市排熱、コンクリート護岸化や河畔林伐
採などの河岸の変化）にも起因すると考えられるが、各要因の寄与度については不明な点
が多い。 
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 提⾔ 
以上に鑑みると、河川・湖沼における⽔温の観測を多地点で時間的に連続して⾏い、河

川・湖沼における⽔温の時空間的な変化の実態を把握し、気候変動の影響をいち早く評価
できる仕組みを構築することが⼤切である。また、⽔温の時空間的な変化に対する影響要
因の寄与度を明らかにし、今後、河川⽔温管理に関する適応策の可能性を学術・実務の両
⾯から模索することが必要である。 

同時に、⽔温変化に伴う⽣物・⽣態系への直接的・間接的影響に関する実態の把握を進
める必要がある。河川の中に湧⽔や⽀流からの冷⽔の流れ込みが存在することにより、河
川全体の⽔温が⾼くなった際にも⽔温の低いスポットを⽣物が避難場所として利⽤するこ
とで⽣態系全体のレジリエンス（回復⼒）が増すといったことも指摘されている 38)。⽣物
にとっては平均⽔温のみならずこうした⽔温の⼩さな空間スケールでの異質性や季節・⽇
変化パターンが重要な場合もある。⽣物の応答にうまく配慮した河川⽔温管理策を検討す
る必要がある 45)。 
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